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本論文の目的は，「家」の継承が自明視されなくなった都市社会に
おいて墓，つまり先祖祭祀が継承される理由を考察することである．
この目的を達成するために，①「産業化・都市化の中で，家・家族以
外のいかなるアクターが先祖祭祀の変容に影響を与えてきたか」，②
「農村―都市関係や親族関係を視野にいれた上で，都市社会において
人々が墓を継承していくことはどのような意味をもつか」という，2
つの問いを設定した．   
第 1 章では，これまでの先祖祭祀研究を中心に先行研究の検討を行
い，本論文の問いを明確化した．ここでは，先祖祭祀の変容に関する
議論において家族を独立変数として，先祖祭祀の変容を捉えるという
説明図式が存在することを指摘した．しかし，石材店・NPO，寺院と
いった多様なアクターが先祖祭祀に参与し，それを家族変動だけで捉
えるには限界が存在することを示した．  
その点から，問い①と墓の提供者側と利用者側から先祖祭祀の変容
を検討するアプローチを設定した．そこで，利用者側と提供者側の相
互作用を分析するために，人口学的世代論による家族変動論，柳田國
男の先祖祭祀に関する議論，農村―都市移動論を整理し，先祖祭祀研
究に組み込む上での論点を検討した．そして，現代における先祖祭祀
の変容を分析する上で，都市―農村関係や親族関係を視野に入れる必
要性があることを論じた．  
以上をもとに，2 章～4 章を墓の提供者側，5 章～7 章を墓の利用者
側へのアプローチを通して先祖祭祀の変容を検討した（表 1）．  
第 2 章では，国家というアクターに注目し，近現代日本の墓地行政
に関する法制史を概観した後，各種統計資料から人口学的世代と制度
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的・社会的変化の関連を検討した．そして，近現代における墓制の変
容期を 5 点示した．これは，⑴  明治初期，⑵  戦後期，⑶  高度経済成
長期，⑷  1990 年代，⑸  2010 年以降，の 5 点である．⑴  明治初期で
は中央政府による墓地行政が成立した．この時から，墓地以外の埋葬
が禁止されるとともに墓地の新設が制限された．しかし，⑵  戦後期に
は墓地開発規制が緩和され，宗教法人や公益法人による墓地開発が可
能なり，寺院，民間資本アクターによる墓地開発が開始された．⑶  高
度経済成長には，都市に流入していった人々の多くがきょうだい数の
多い多産少死世代であったことから，自身が将来利用できる墓を求め
ようとした動きと連関し，墓地開発が進んだ．⑷  1990 年代には多産
少死世代が亡くなり始める時期であり，日本社会で大きく死者数が増
加した．これは多産少死世代の死者の増加と関連しており，その間に
法規制の合間を縫って散骨が実施されたほか，無縁改葬の手続きに関
しては簡略化が進んだ．⑸  2010 年代には高度経済成長期に都市移動
をした人々が高齢期に差し掛かったことで葬送・墓制の選択の時期と
なった．そこで，都市移動者の中の長男層を中心とした家の継承者層
が郷里の墓を移動させ，改葬数の増加が起こっていることを示した．  
第 3 章では，民間資本アクターから先祖祭祀の変容を捉えるために，
大手石材店と NPO の展開を分析し，大きく次の 2 点を明らかとした． 
第一に，民間資本アクターである大規模化した石材店は，企業の生
き残り戦略として墓地開発を進めるとともに，墓の「商品化」を引き
起こした．そして，戦後の急激な産業化の中で資本の論理のもと広告
戦略を通して，新しく墓を建立するという選択肢を提供し，先祖祭祀
の再生産を促した．  
第二に，大規模化する石材店が墓を「商品化」することには，ある
種の抵抗が現れ，NPO 法人による散骨推進運動や，永代供養墓の推進
事業に繋がった．だが，その中で散骨は葬儀社等によって，「商品化」
が進められたことに加えて利用者層も特殊であったことから「商品化」
への抵抗性は失われた．一方で，永代供養墓はその特性上，石材店が
墓石を販売することができないという点で積極的に営業を行っていな
い．そのため，非営利性が強く，NPO 法人が供給に関して役割を担っ
ている状況にあることを示した．  
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第 4 章では，寺院側のアクターから先祖祭祀の変容を捉えるために，
東京都の 3 寺院（K・J・T 寺）への聞き取り調査と曹洞宗寺院（16 軒）
へのアンケート調査の分析を行い，次の 2 点を明らかとした．  
第一に，都心部の寺院では，戦前期から，墓の購入者と連絡がつか
なくなる事態が起こっており，それに対応するために永代供養墓（納
骨堂）が建設された．この寺院墓地における永代供養墓は非営利的に
建設され，檀信徒の「死後の安寧」のために建立されていた．  
第二に，こうした寺院が永代供養墓を建立しているのは，上記に加
えて寺院側のアクターも可能である限り，先祖祭祀を再生産すること
を望み，檀信徒にとって「手を合わせる場所」が必要であると考えて
いるからであった．  
第 5 章では，K 寺墓地の利用者（12 名）への聞き取り調査をもとに，
都市社会の定住者層における墓地取得理由と継承に関する認識を分析
し，次の 2 点を明らかとした．  
第一に，第 3 章，第 4 章でみた他アクターの参与による，墓の利用
者側への影響を確認した．民間資本アクターである大手石材店が墓を
「商品化」する以前，寺院墓地に新しく墓を求めた人々は，親族やネ
ットワークを介して墓を手に入れていた．また，他アクターが 1990
年代以降に多様な葬送・墓制の選択肢を増やしたことで，利用者側に
おいて墓と寺檀関係に関する経済的負担の認識が移り変わった．  
第二に，現在において経営体としての「家」とは別に先祖が認識さ
れ，先祖祭祀が行われていた．そして，親と子どもの間に認識のズレ
があるとともに，親は子どもに対して義務的に墓を継承させることは
考えていないが，子どもの自由意思で継承をすることを期待していた． 
第 6 章では，T 寺施餓鬼会におけるアンケート調査（37 名）を中心
に，流動性の中で墓を継承した人々の墓の継承と永代供養墓の利用意
識を検討し，次の 2 点を明らかにした．  
第一に，直系の「家」として墓を絶対的に継承させなければならな
いという規範が崩れていた．しかし，自分自身は墓を継承し，祭祀を
続けることを義務的に捉えていた．そして，墓の継承を直系の「家」
で担保することが不可能であるならば，女性を含めたきょうだい，親
族関係に引き継がれていた．  
的・社会的変化の関連を検討した．そして，近現代における墓制の変
容期を 5 点示した．これは，⑴  明治初期，⑵  戦後期，⑶  高度経済成
長期，⑷  1990 年代，⑸  2010 年以降，の 5 点である．⑴  明治初期で
は中央政府による墓地行政が成立した．この時から，墓地以外の埋葬
が禁止されるとともに墓地の新設が制限された．しかし，⑵  戦後期に
は墓地開発規制が緩和され，宗教法人や公益法人による墓地開発が可
能なり，寺院，民間資本アクターによる墓地開発が開始された．⑶  高
度経済成長には，都市に流入していった人々の多くがきょうだい数の
多い多産少死世代であったことから，自身が将来利用できる墓を求め
ようとした動きと連関し，墓地開発が進んだ．⑷  1990 年代には多産
少死世代が亡くなり始める時期であり，日本社会で大きく死者数が増
加した．これは多産少死世代の死者の増加と関連しており，その間に
法規制の合間を縫って散骨が実施されたほか，無縁改葬の手続きに関
しては簡略化が進んだ．⑸  2010 年代には高度経済成長期に都市移動
をした人々が高齢期に差し掛かったことで葬送・墓制の選択の時期と
なった．そこで，都市移動者の中の長男層を中心とした家の継承者層
が郷里の墓を移動させ，改葬数の増加が起こっていることを示した．  
第 3 章では，民間資本アクターから先祖祭祀の変容を捉えるために，
大手石材店と NPO の展開を分析し，大きく次の 2 点を明らかとした． 
第一に，民間資本アクターである大規模化した石材店は，企業の生
き残り戦略として墓地開発を進めるとともに，墓の「商品化」を引き
起こした．そして，戦後の急激な産業化の中で資本の論理のもと広告
戦略を通して，新しく墓を建立するという選択肢を提供し，先祖祭祀
の再生産を促した．  
第二に，大規模化する石材店が墓を「商品化」することには，ある
種の抵抗が現れ，NPO 法人による散骨推進運動や，永代供養墓の推進
事業に繋がった．だが，その中で散骨は葬儀社等によって，「商品化」
が進められたことに加えて利用者層も特殊であったことから「商品化」
への抵抗性は失われた．一方で，永代供養墓はその特性上，石材店が
墓石を販売することができないという点で積極的に営業を行っていな
い．そのため，非営利性が強く，NPO 法人が供給に関して役割を担っ
ている状況にあることを示した．  
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第二に，寺院墓地の永代供養墓は，寺院側のアクターの影響を受け
つつ，先行世代から墓を継承している限り，女性を含めたきょうだい，
親族関係でも墓の継承が不可能であるときに利用されていた．  
第 7 章では，兵庫県美方郡から東京への農村―都市移動者である東
京美方会会員（9 名）における墓の選択と継承に関する分析を行い，
次の 3 点を明らかにした．  
第一に，墓を継承しなかった都市移動者が新しく墓を建立するにあ
たって，継承者がいるか否かといった家族構造や関係に制限を受けつ
つも，経済的合理的に墓制が選択されることで霊園墓地や手元供養が
選択されていた．一方，経済的合理性よりも「死後の安寧」という価
値が勝ることにより，寺院墓地が選択されていた．  
第二に，第 3 章，第 4 章でみた他アクターが「家」とは別に先祖祭
祀の再生産を望むことと連関して，墓の利用者側においても，きょう
だい，親族関係の結合を軸に，先祖祭祀を担保する志向が存在した．  
第三に，郷里と切り離されて継承すべき社会的地位や家産を持たな
い人々にも墓の継承意識が存在する理由として，双方的に広がりをみ
せる「血縁的先祖観」が存在すること示した．そして，家の解体によ
り，家系譜的な先祖観から「血縁的先祖観」に変容することで，墓を
建立し，継承させるという志向や永続性を希求する意識が再編される
ことを論じた．  
以上のように本論文では，都市社会における墓の提供者側と利用者
側の両側面から，都市社会における先祖祭祀の変容を考察した．その
上で，本論文の課題である①，②に答えるのならば以下となる．  
 問い①に対して，先祖祭祀の変容は，家，家族以外のアクターであ
る石材店，NPO，寺院の参与なしにはあり得なかった．なぜなら，戦
後の産業化の中で，民間資本アクターである石材店が生き残り戦略と
して墓地開発と墓の「商品化」をすすめたことで，都市に流入した人々
に安価に墓を提供することを可能としたからであった．それは，生前
建立の需要を喚起させ，核家族化によって解体されたはずである家の
象徴とみなされていた墓の建立を推進したのである．つまり，産業化
が進んだことは，先祖祭祀を衰退させるだけではなく，資本の論理の
中で再生産させる動きにもつながったのである．  
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また，寺院側のアクターにおいても，檀信徒に墓の継承を望み，先
祖祭祀の再生産を望んでいる．だが，同時に墓の継承が不可能である
檀信徒の死後の安寧のために，永代供養墓を建立することを通して，
先祖祭祀に参与している．これらの動きは，家の解体に伴い他アクタ
ーが先祖祭祀に参与する余地から生じたものである．つまり，家の解
体に伴い先祖祭祀は衰退するだけではなく，他アクターが参与するこ
とによって先祖祭祀が再編され，存続が図られていったのである．  
 問②に対しては，次のように答えることができる．都市社会におい
て墓を継承するにあたっては，親子，きょうだい，親族といった血縁
関係が大きな意味を持っている．現在，農村―都市移動が進んだ後の
流動性の中で，直系の「家」を基盤とした墓の継承は困難となってい
る．そこで，墓の利用者側は可能であるならば血縁をもとにした女性
を含めた親子，きょうだい，親族間によって墓祭祀を担保していた．
これは，石材店や寺院といったアクターが先祖祭祀を再生産させよう
とする際に，継承に関しては直系の「家」にこだわらなかったことと
繋がる．この事実は，単なる家族の個人化といった視点だけでは見え
ない墓の継承への志向性である．つまり，「家」の解体以降に核家族化，
家族の個人化が進むのではなく，血縁を軸とした親子，きょうだい，
親族間による共同が存在することが明らかとなった．  
以上が本論文のまとめと得られた知見である．家の継承が自明視さ
れなくなった都市社会において墓が継承されるのは，「家」，ないしは
直系家族意識の残存という視点だけで捉えきれるものではない．それ
は，都市社会における資本も含んだ多様なアクターの参与が影響を持
ち，先祖祭祀の再生産を促しながら，親子，きょうだい，親族関係と
いった血縁関係を軸に先祖祭祀の存続を図ろうとする人々の営みなの
である．本論文は，家の継承が自明視されなくなった都市社会におけ
る墓の継承に注目した．そして，都市社会における人々が外在するア
クターを利用しながら，血縁関係をもととした共同性の中で，「家」と
は別の論理で先祖祭祀を営む姿を描き出したのである．  
 
（つじい あつひろ・首都大学東京大学院博士後期課程）  
第二に，寺院墓地の永代供養墓は，寺院側のアクターの影響を受け
つつ，先行世代から墓を継承している限り，女性を含めたきょうだい，
親族関係でも墓の継承が不可能であるときに利用されていた．  
第 7 章では，兵庫県美方郡から東京への農村―都市移動者である東
京美方会会員（9 名）における墓の選択と継承に関する分析を行い，
次の 3 点を明らかにした．  
第一に，墓を継承しなかった都市移動者が新しく墓を建立するにあ
たって，継承者がいるか否かといった家族構造や関係に制限を受けつ
つも，経済的合理的に墓制が選択されることで霊園墓地や手元供養が
選択されていた．一方，経済的合理性よりも「死後の安寧」という価
値が勝ることにより，寺院墓地が選択されていた．  
第二に，第 3 章，第 4 章でみた他アクターが「家」とは別に先祖祭
祀の再生産を望むことと連関して，墓の利用者側においても，きょう
だい，親族関係の結合を軸に，先祖祭祀を担保する志向が存在した．  
第三に，郷里と切り離されて継承すべき社会的地位や家産を持たな
い人々にも墓の継承意識が存在する理由として，双方的に広がりをみ
せる「血縁的先祖観」が存在すること示した．そして，家の解体によ
り，家系譜的な先祖観から「血縁的先祖観」に変容することで，墓を
建立し，継承させるという志向や永続性を希求する意識が再編される
ことを論じた．  
以上のように本論文では，都市社会における墓の提供者側と利用者
側の両側面から，都市社会における先祖祭祀の変容を考察した．その
上で，本論文の課題である①，②に答えるのならば以下となる．  
 問い①に対して，先祖祭祀の変容は，家，家族以外のアクターであ
る石材店，NPO，寺院の参与なしにはあり得なかった．なぜなら，戦
後の産業化の中で，民間資本アクターである石材店が生き残り戦略と
して墓地開発と墓の「商品化」をすすめたことで，都市に流入した人々
に安価に墓を提供することを可能としたからであった．それは，生前
建立の需要を喚起させ，核家族化によって解体されたはずである家の
象徴とみなされていた墓の建立を推進したのである．つまり，産業化
が進んだことは，先祖祭祀を衰退させるだけではなく，資本の論理の
中で再生産させる動きにもつながったのである．  
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